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検討背景

TOPPANエッジ株式会社では、地方自治体から行政事務をアウトソーシングいただくBPO事業に取り組んでいます。この

事業活動において、地方自治体が抱える課題についてご説明させていただきます。

1

地方自治体の状況

委託に関わる問題点・課題

民間事業者の作業環境で自治体職員が常駐しなければならない

民間事業者への委託検討が増える一方で、民間事業者に業務を取り扱わせる際には、自治体による管
理が必要とされているため、民間事業者の作業拠点に市町村職員が常駐することが、自治体側の認識
となっています。結果、多くの自治体は職員不足で常駐が困難であり、行政事務の委託化に苦慮する自
治体が散見されます。

① 生産労働人口の減少等による職員の担い手不足

② 経済対策・高齢化対応等、住民ニーズの多様化・複雑化による行政需要の増加

③ ②に伴う業務量の増加による職員の時間外勤務増

民間事業者への委託を検討する自治体が増加
（超過勤務の縮減などによる行政サービスの向上に注力・強化へ）
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自治体職員が常駐を求められる根拠①

自治体職員が民間事業者の施設に常駐を求められる根拠は以下となります。

2

総務省行政管理局 公共サービス改革推進室

『市町村の出張所・連絡所等における窓口業務に関する官民競争入札又は民間競争入札等により民間事業者に委託するこ
とが可能な業務の範囲等について』 平成20年1月17日 改定：平成27年6月4日 一部改定：令和元年6月24日

（１）市町村の適切な管理

• 民間事業者に業務を取り扱わせる際には、市町村の適切な管理の

確保に留意してください。具体的には、民間事業者が業務を実施す

る官署内に市町村職員が常駐し、不測の事態等に際しては当該職

員自らが臨機適切な対応を行うことができる体制とすること等が

考えられます。

常駐の根拠とする対象箇所（引用文）

• 対面窓口での住民対応、バックヤードでのシステム入力等の事務

作業、事務の種類に限らず、自治体の業務を委託する場合は、職員

による管理が可能な体制が求められる。

• 民間事業者が自治体の庁舎内で作業をする場合、職員も庁舎内に

いるので問題ないが、民間事業者の施設で作業する場合は、職員

が民間事業者の施設に常駐する必要があると解釈。

自治体の解釈



© TOPPAN Edge Inc.

自治体職員が常駐を求められる根拠②-1

自治体職員が民間事業者の施設に常駐を求められる根拠は以下となります。

3

『平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針（抄）』 平成2７年１月３０日閣議決定

６ 義務付け・枠付けの見直し等【総務省】

（６）住民基本台帳法(昭42法81)

 住民基本台帳関係事務に係る市町村の窓口業務を民間事業者へ委
託する場合については、民間事業者の従業員の事務処理に目が届く
状態で管理する措置や、異例・困難な事案が生じたときに市町村職員
自らが事務を掌握し、処理する措置など、「住民基本台帳関係の事務
等に係る市町村の窓口業務に関して民間事業者に委託することがで
きる業務の範囲について」（平20 総務省自治行政局市町村課等）に
おける措置と同様の措置が常に実現されるような仕組みが構築され
るのであれば、必ずしも同一施設内に市町村職員が常駐しない場合
であっても業務委託は可能であり、その旨を市町村に周知する。

常駐の根拠とする対象箇所（引用文）

• 対面窓口での住民対応、バックヤードでのシステム入力等の事務

作業、事務の種類に限らず、自治体の業務を委託する場合は、職員

による管理が可能な体制が求められる。

• 「同様の措置が常に実現されるような仕組み」に関する定義が明

確でない為、自治体では職員の常駐が必須との理解でいる。

自治体の解釈
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自治体職員が常駐を求められる根拠②-2

自治体職員が民間事業者の施設に常駐を求められる根拠は以下となります。

4

『平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針（抄）』 平成2７年１月３０日閣議決定

６ 義務付け・枠付けの見直し等【法務省】

（１）戸籍法(昭22法224)

(ⅱ)
戸籍事務の一部を民間事業者に委託する場合において、不測の事態

において市町村職員による臨機適切な対応を行うことができる体制
等が確保されていると法務局が判断する場合に限り、必ずしも同一
施設内に市町村職員が常駐しない形態での業務委託も可能であり、
特定の市町村において
その取扱いが認められた場合は、その旨を他の市町村に周知する。

常駐の根拠とする対象箇所（引用文）

• 対面窓口での住民対応、バックヤードでのシステム入力等の事務

作業、事務の種類に限らず、自治体の業務を委託する場合は、職員

による管理が可能な体制が求められる。

• 「不測の事態において市町村職員による臨機適切な対応」に関す

る定義が明確でない為、自治体では職員の常駐が必須との理解で

いる。

自治体の解釈
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自治体職員が常駐を求められる根拠③

自治体職員が民間事業者の施設に常駐を求められる根拠は以下となります。

5

総務省行政管理局公共サービス改革推進室

『地方公共団体の窓口業務における適正な民間委託に関するガイドライン』 平成28年12月14日

３ 窓口業務における留意事項

（５）官民職員の執務スペースの区分について

 民間委託による業務といえるためには、民間事業者が、自己の労働
者に対する業 務の遂行に関する指示その他の管理を自ら行っている
ことが必要である（37 号告示 ２条１項イ）。 これについて、民間委託
の先進的な地方公共団体においては、業務遂行の指示体制の明確化
の観点から、パーテーション等で職員の執務スペースと事業者の執務
ス ペースを明確に区分している工夫事例がある。 

常駐の根拠とする対象箇所（引用文）

• 民間委託での作業を想定した場合、上記の記載の通り、自治体職

員の常駐前提での記載となっている為、民間委託事業者の作業場

所によっては、職員の常駐が難しい為、民間委託を諦める自治体

もある。

自治体の解釈
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問題点・課題

委託を受けた民間事業者が自社の施設を利用する場合、委託化の検討を阻む問題点・課題があります。

6

（ 問題点・課題 『体制』 ）

委託対象業務の担当課の職員が常駐しなければならない

「臨機適切な対応」のため、常駐する職員は委託対象業務を担当する所管課

から派遣される。そのため、委託対象業務が1種類の場合はまだしも、委託対

象業務が増え担当課が複数にまたがり、それぞれの担当課の職員を1人ずつ

民間事業者施設に常駐させることは自治体側の体制確保が難しく物理的に

困難。結果、委託可能な業務範囲が狭まり委託検討が進まない要因となる

（ 問題点・課題 『システム』 ）

個人番号利用事務系システム※を利用しないと事務処理できない

委託先の施設で職員と民間事業者が個人番号利用事務系システムにアクセ

スして事務処理することが望ましい。仮に個人番号利用事務系システムを利

用できない場合、システム照会のためだけに本庁の職員に照会を依頼したり、

システムへの単純な入力作業が残ってしまう等、システムを利用できないこ

とで無駄な工程が増え、却って職員に負担をかけることになってしまう。

委託先 民間事業者の施設

民間事業者

（補助的業務）

自治体職員 不測の事態等
臨機適切な対応

住民

申請
受付

点検
確認

QA
対応

職員
常駐

オンライン

申請

郵送申請

自治体 本庁舎

●●部○○課

●●部○○課

●●部○○課

個人番号利用事務系システム
※住民基本台帳ネットワークシステムは対象外

委託対象業務の

担当課から

常駐する職員を派遣

入力
照会

※ 住民基本台帳ネットワークシステムは対象外（以下同）

余剰人員がなく

職員を常駐させられない

✖

自治体職員

（公権力行使）

承認
決裁
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規制緩和に関する依頼事項

前述の問題点を解決し自治体業務の民間委託の促進するための規制緩和の要望は以下となります。

7

問題点・課題
問題点 『体制』 委託範囲を広げようとしても常駐する職員の体制確保が困難で委託の検討が進まない

問題点 『システム』  民間事業者の施設内で番号利用事務系システムが利用できないと効率的に委託できず却って職員負担が増す

根拠法令

• 市町村の出張所・連絡所等における窓口業務に関する官民競争入札又は民間競争入札等により民間事業者に委託することが可能な
業務の範囲等について（令和元年6月24日：一部改定 総務省行政管理局公共サービス改革推進室）

• 平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（抄） 該当箇所 ６ 義務付け・枠付けの見直し等
（平成２７年１月３０日 閣議決定 総務省）

• 地方公共団体の窓口業務における適正な民間委託に関するガイドライン
（平成28年12月14日 総務省行政管理局公共サービス改革推進室）

規制に関する要望案

監視カメラ設置・システムの利用範囲の権限設定等、職員常駐に代替する委託先管理基準を設け、

職員常駐の規制を緩和することで、自治体が柔軟に委託を検討できるようにしていただきたい。

＜職員常駐と同水準の管理対策 案＞

• 民間事業者施設の監視カメラの設置

• 施設内へのセキュリティゲートの設置、入退室管理、ID管理

• 職員への報告ルールの定義・徹底（エスカレーションルール）

• 住民対応状況の共有・レポート

• 管理者・オペレータへの業務・セキュリティ・品質教育

• 番号利用事務系システムを利用可能な事業所・ネットワー
ク・端末の制限

• 操作ログ・システム利用状況の監視・レポート

• 管理者・オペレーターの権限設定

• 民間事業者が利用できるシステムの範囲の制限 等
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規制緩和後のイメージ

本検討により職員常駐が不要となった場合の委託のイメージは以下となります。

8

各自治体の

住民

番号利用事務系
システム
（A）

番号利用事務系
システム
（B）

番号利用事務系
システム
（C）

A市

B市

C市

民間事業者の施設

事務局機能
受付・入力・確認

コールセンター機能
住民からの問い合わせ対応・不備解消

オンライン

申請

郵送申請

民間事業者施設で事務処理

（補助的業務）

即時報告・共有が必要な住民対応のルール設定（エスカレーションルール）

職員常駐
不要 自治体職員

（公権力行使）

施設・従業員の監視・管理状況を自治体に報告

申請情報

承認・決裁依頼

エスカレーションルールの設定、施設・従業員の監視・管理状況の定期的な報告など、新たな委託先管理基準を徹底する
ことで、民間事業者への職員常駐を不要とすれば、大小様々な部署が業務委託を検討可能となる
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本規制緩和により委託化が促進される対象業務は、優先順位が高いシステム標準化対象業務に含まれる以下の業務を想

定しています。

9

候補業務 該当ページ 事項名 民間事業者の取扱いが可能な業務 担当省

証明書郵送業務 （別紙）P1 住民異動届 ２．住民票の記載に関する業務
※受付・送付

５．その他、事実上の行為又は補助的業務

総務省

住民票の写し等の
交付

1.住民票の写し等の交付請求の受付に関
する業務
２．住民票の写し等の作成に関する業務
４. その他、事実上の行為又は補助的業務 

総務省

（別紙）P2 除票の写し等の交
付

１．除票の写し等の交付請求の受付に関す
る業務
４ その他、事実上の行為又は補助的業務
 

総務省

※青字箇所はTOPPAN（株）にてA市様の「証明証郵送業務」の実績です。

※候補業務と、総務省資料「市町村の出張所・連絡等における窓口業務に関する官民競争入札又は民間競争入札等により民間事業者に委託

することが可能な業務の範囲等について（令和元年6月24日）」との関連付けは以下の通りです。

弊社委託候補業務について
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弊社委託候補業務について

候補業務 該当ページ 事項名 民間事業者の取扱いが可能な業務 担当省

戸籍の附票の写しの
交付

1.戸籍の附票の写しの交付請求の受付に
に関する業務
４.その他、事実上の行為又は補助的業務 

総務省

戸籍の附票の除票の
写しの交付

1.戸籍の附票の除票の写しの交付請求に
関する業務
４.その他、事実上の行為又は補助的業務 

総務省

証明書郵送業務
課税業務

（別紙）P3 地方税法に基づく納
税証明書の交付

２.証明書の作成に関する業務 
・証明書の作成及び作成に係る端末の
 入出力の操作 

４ その他、事実上の行為又は補助的業務 

総務省

戸籍業務 （別紙）P3 戸籍の届出 ２ 戸籍の記載に関する業務 
・戸籍の記載のみならず、電算化されてい
る場合には、端末の入出力の操作を含む。 
３ その他、事実上の行為又は補助的業務 

法務省

戸籍謄抄本等の交付 1.戸籍謄抄本等の作成に関する業務
２.戸籍謄抄本等の作成に関する業務 
戸籍の謄抄本等の作成のみならず、電算化
されている場合には、端末の入出力の操作
を含む。 
４ その他、事実上の行為又は補助的業務 

法務省

※青字箇所はTOPPAN（株）にてA市様の「証明証郵送業務」の実績です。
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弊社委託候補業務について

候補業務 該当ページ 事項名 民間事業者の取扱いが可能な業務 担当省

児童福祉業務 （別紙）P8 児童手当の各種請求
書・届出書の受付

１ 児童手当の各種請求書・届出書の受付
に関する業務 
・請求人の確認、請求書の記載事項、添付
書類の確認 
２ 受給者台帳等への記載に関する業務 
・受給者台帳等への記載のみならず、電
算化されている場合には、端末の入出力
の操作を含む。 
３ 通知書等の作成に関する業務 
・認定通知書、却下通知書等の作成のみ
ならず、電算化されている場合には、端
末の入出力を含む。 
５ その他、事実上の行為又は補助的業務 

こども家庭庁
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